
「指定居宅介護支援」 重要事項説明書

　

あなた （又はあなたの家族） が利用しようと考えている指定居宅介護支援について、 契約を締結する

前に知っておいていただきたい内容を説明いたします。 わからないこと、 わかりにくいことがあれば、
遠慮なく質問をしてください。

１．事業者

法

　　

人

　　

名 社会福祉法人

　

聖マリア会

法 人 所 在 地 長崎県五島市松山町７０６番地３

電

　

話

　

番

　

号 ０９５９－ ７２－６１２９

代 表 者 氏 名 理事長

　　

桑村秀子

設 立 年 月

　

日 昭和４７年３月３１日

２．事業所の概要

事業所の種類 指定居宅介護支援事業所

事

　

業

　

所

　

名
社会福祉法人聖マリア会 居宅介護支援事業所

在宅介護支援センター聖マリアの園

所

　　

在

　　

地 長崎県五島市松山町７０６番地３

電

　

話

　

番

　

号 ０９５９‐７２－６１２９

事 業 所 番 号 五島市

　

（４２７０６００１１９）

指 定 年 月

　

日 平成１２年２月１日指定

管理者の氏名 鍋内

　

清

開 設 年 月

　

日 平成１２年２月１日

３．事業実施地域及び営業時間

通常の事業実施地域
五島市（ただし、 奈留町、 岐宿町、 玉之浦町、 三井楽町、 富江町

及び離島を除く） 但し、理事長が認めた場合この限りではない。
営

　　

業

　　

日 月～土曜日

休

　　

業

　　

日 日曜日及び１月１日～３日

営

　

業

　

時

　

間

８：００～１７：３０

※休業日、 営業時間外は電話等にて２４時間連絡可能な体制となります。
なお、 車の運転中等対応できない時は折り返し致します。

４．職員の体制
職

　　　　　

種 職

　　

務

　　

内

　　

容 人

　　

員

管

　　

理

　　

者

（主任介護支援専門員）

事業所の運営及び業務全般の管理業務

居宅介護支援サービス等に関わる業務及び調査

常勤

　

１名

※介護支援専門員を兼務

介護支援専門員 居宅介護支援サービス等に関わる業務及び調査 常勤

　

２名以上



５．事業の目的及び運営の方針

事 業 の

　

目

　

的

要介護者等からの依頼を受けて日常生活を営むために必要な居宅サービス

を適切に利用できるよう、指定居宅サービス等の種類や内容等の計画を作成

するとともに、 計画に基づいたサービスが確保されるよう指定居宅サービス

事業者やその他の者との連絡調整等の便宜の提供を行うことを目的とする。

運 営 の 方 針

利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて利用者の選択に基づ

き、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者から、総合的

かつ効率的に提供されるよう配慮して行う。

要介護者等からの依頼を受けて日常生活を営むために必要な居宅サービス

６．利用料

利

　

用

　

料

　

金

居宅介護支援に関するサービス利用料金について、事業者が法律の規定に基づ

いて、介護保険からサービス利用料金に相当する給付を受領する場合（法定代

理受領） はご契約者の自己負担はありません。
※サービス利用料金詳細は１別紙１１参照

交

　　

通

　　

費 交通費は無料です。

居宅介護支援に関するサービス利用料金について、事業者が法律の規定に基づ

７． 当事業所が提供するサービス

（１）居宅介護支援の内容

アセ スメ ン ト
利用者宅を訪問し、利用者の心身の状況や生活環境などを把握し、課題を分析

します。

サービス調整
アセスメントの結果を踏まえ、利用する介護サービス事業者等への連絡調整を

行います。

ケアプラン作成

介護サービス等を利用するためのケアプランを作成します。
※利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、 または事業者が居宅

サービス計画の変更が必要と判断した場合は、 事業者と利用者双方の合意

に基づき、 居宅サービス計画を変更します。

サービス担当者会議
介護サービス事業者が集まり、 ケアプランの内容等について話し合いをしま

す。

モ ニ タ リ ン グ
少なくとも月に１回、 ケアマネジャーが利用者の居宅を訪問し、 本人の心身の

状態やケアプランの利用状況等について確認します。

給

　

付

　

管

　

理
ケアプラン作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保険

団体連合会に提出します。
要介護認定の

申請に係る援助

利用者の要介護認定の更新申請や状態変化に伴う区分変更申請を円滑に行え

るよう援助します。利用者が希望する場合、要介護認定の申請を代行します。

介護保険施設等の紹介
利用者が自宅での生活が困難になった場合や利用者が介護保険施設等の入所

を希望した場合、 利用者に介護保険施設等に関する情報を提供します。



（２）居宅介護支援業務範囲外の内容

　

ケアマネジャーはケアプランの作成やサービス調整を行いますが、 下記に示すような内容は業務範囲

外となります。これらのご要望に関しては、 必要に応じ他の専門職等をご紹介いたします。

居宅介護支援の

業務範囲外の内容

・家事の代行業務

・直接の身体介助

・通帳管理（記帳、引出し、 預入）

・介護保険関係以外の行政手続き代行

・病院への車での送迎

・救急車への同乗

・入退院の手続きや生活用品調達等の

支援

　

など

（３）居宅介護支援の申し込みからサービス提供までの流れと主な内容

サービスのお申し込み

　　

※電話等にて承ります

ご自宅を訪問

　　

※介護支援専門員がお宅へ伺います。 ご家族に同席して頂くこともございます

　　

※少しでも早い居宅サービスの提供を心がけます

居宅サービス計画原案の作成 要介護認定申請の代行等

　　

※サービス内容等の打ち合わせ

　　　　　　　　　　　　

※要介護認定調査が行われます

　　

※サービス利用料金のご相談

　　　　　　　　　　　　　

※市から要介護認定結果通知

順番３へＪサー

　　

※各サービス事業者がお宅へ伺うこともあります

居宅サービス計画決定

　　

※ご本人、 ご家族に居宅サービス計画を説明のうえ交付します

　　

※決定した居宅サービス計画を居宅サービス事業者に説明します

※提供された居宅介護サービス等に対してのご要望等を承ります

（４）公正中立なケアマネジメントの確保のため

複数事業所の説明等

居宅サービス計画にあたりサービス事業者の選定にあたって、利用者及び家族

は介護支援専門員に対して複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求める

ことができます。 また、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業

所等の選定理由の説明を介護支援専門員に求めることができます。
前６カ月間のケアプラン

における訪問介護等

の利用割合

事業所が前６カ月間に作成したサービス計画における「訪問介護」「通所介

護」「地域密着型通所介護」「福祉用具賞与」の利用割合等を別途資料

（別紙２Ｄにて説明をします。

（５）第三者による評価の実施状況について

第三者による

評価の実施状況

１あり

実施日

評価機関の名称

結果開示

②

　

なし



８．相談・苦情の受付について

　

（１）事業所の相談窓口

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受付けます。また、苦情受付ボックスを受付に設置しています，
苦情解決責任者 施設長

　　

村上

　

順子

苦情受付担当者 管理者

　　

鍋内

　

清

第 三 者 委 員 吉原

　

文代

　　　　

岩崎

　

しのぶ

連

　　

絡

　　

先 ０９５９一７２一６１２９（聖マリアの園）

受

　

付

　

時

　

間 月曜日～土曜日

　　

９：００～１７：００

（２）行政機関その他苦情受付機関

五島市長寿介護課

所 在 地 長崎県五島市福江町１－１

電話番号 ０９５９－ ７ ２‐６７８４

受付時間 ８：３０～１７：１５

国民健康保険

団 体 連 合 会

所 在 地 長崎県長崎市今博多町８番地２号

電話番号 ０９５－８２６－１５９９

受付時間 ９：００～１７：００

長崎県社会福祉協議会

所 在 地 長崎市茂里町３番２４号

電話番号 ０９５‐８４２‐６４１０

　　

（ＦＡＸ

　

Ｏ９５‐８４２‐６７４０）

受付時間 ９：００～１７：００

９．事故発生時の対応について

（１）介護支援専門員等は、利用者を訪問中に、利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じたときは、

　

速やかに主治医に連絡する等の措置を講じるとともに、 管理者に報告をする。
（２）事故発生した時点において、事故報告書を作成し、 再発防止に努める。
（３）また、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害

　

賠償を速やかに行います。

１０．サービス利用に関する留意事項

サービス提供を行う

介護支援専門員

サービス提供時に、 担当の介護支援専門員を決定します。
※ご契約者から特定の介護支援専門員の指名はできません。

介護支援専門員の交替

①

　

事業者からの介護支援専門員の交替

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。介護支援専門員を交替する場合はご

利用者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします，
②

　

ご利用者からの交替の申し出

灘壬された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門員が業務上不適当と認められ

る事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して介護支援専門員の交替を申し出るこ

とができます，

秘密の保持と個人

情報の保御こついて

事業者、介護支援専門員または従業員は、居宅介護支援を提供するうえで知り得た利用者及

びその家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。また、契約終了後および

従業者が退職後こおいてもこれらの秘密を保持するものとします。（守秘義務）



医療との連携

主治の医師の明確化

．ケアプランの作成時又は変更時及びサービス利用時において必要なときは、 利用

者の同意を得たうえで、 関連する医療機関や主治医と連絡をとり、 連携を図りま

す。

・事業者は利用者の主治の医師又は関係医療機関との間において、 利用者の疾患に

対する対応を円滑に行うために、 疾患に関する情報について必要に応じて連絡を

とらせていただきます。そのために、 入院時等には、 当該事業所名および担当介

護支援専門員の名称を伝えて頂きますようお願いいたします。
・利用者が訪問看護、 通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望して

いる場合、 その他必要な場合には利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求め

ます。 また、 この場合において介護支援専門員は居宅サービス計画を作成した際

には当該居宅サービス計画を主治の医師等に交付します。

記録文書の保管・開示

利用者に提供した居宅介護支援について記録を作成し、 その完結の日から

５年間保管するとともに、 利用者または代理人の請求に応じて閲覧させ、
複写物を交付します。

障害者福祉制度

の相談支援専門員

との密接な連携

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する特定相

談支援事業者、 住民による自発的活動によるサービスを含めた地域における様々

な取組を行う者等との連携に努めます。

１１． 事業継続計画

業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等にあたって、感染症や災害が発生した場合でも、利用者が継続して指定

居宅介護支援の提供を受けられるよう、 業務継続計画を策定するとともに、 その計画に従い必要な研修

及び訓練を実施するものとする。

１２． 感染症対策の強化のため

事業所は事業所において感染症が発症し、 又はまん延しないように、 次に掲げる通り必要な措置を講

じるものとする。

　

（１）事業所における感染予防及びまん延の予防のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

　　

活用して行うことができる） をおおむね６月に１回以上開催するとともにその結果について介護

　　

支援専門員に周知徹底を図る。

　

（２） 事業所における感染予防及びまん延防止のための指針を整備する。

　

（３）事業所において、介護支援専門員に対し、感染予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期

　　

的に実施する。

１３． 虐待防止について

　

１

　

事業所は、 利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。

　　

（１）虐待を防止するための従業者に対する研修の実施

　　

（２）利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備

　　

（３） その他虐待防止のために必要な措置

　　

（４） 虐待防止に関する責任者の選定

喜

　

虐待防止に関する責任者

　

ｉ

　

理者

　

鍋

　　　　　　

！

　　　　　　　　　　　　　　

管 理 者

　　

鍋 内

　

清



２

　

事業所はサービス提供中に、 当該事業所従業者又は養護者 （利用者の家族等高齢者を現に養護

する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通知す

るものとする。

１４．身体拘束の適正化について

　

１

　

事業所は、 当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

　　

を除き、 身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」 という。） は行わ

　　

ない。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

　　

びに緊急やむを得ない理由を記録するものとする。

１５．ハラスメ ント対策の強化について

　　

事業所は適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点から、

　

（１）事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを目指します。

　

（２）利用者が事業者の職員に対して行う、 暴言・暴力・嫌がらせ・誹諸中傷等の迷惑行為、 セクシャ

　

ルハラスメントなどの行為を禁止します。

この重要事項説明書の説明年月日 令 和

　　　

年

　　　

月

　　　　

日

指定居宅介護支援サービスの提供の開始に際し、 本書面に基づき重要事項の説明を行いました。

事 業 者 名

　　

居宅介護支援事業所 在宅介護支援センター聖マリアの園

所

　

在

　

地

　　

長崎県五島市松山町７０ ６ 番 地 ３

　　　　　　　　　　　　　　　

印

説

　

明

　

者 職名

　

介護支援専門員

　　

鍋

　

内

　

清

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定居宅介護支援サービス

の提供開始に同意しました。

利用者

　

住

　

所

　　

五 島 市

　　　　　　　

町

　

氏

　

名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

印

　　

上 記 署 名 は

　　　　　　　　　　　　　

（続 麺 ：

　　　　

〕が代 行 し ま し た

家族又は代理人 （代理人を選定した場合）

　

住

　

所

　　

五 島 市

　　　　　　　

町

　

氏

　

名

　　　　　　　　　　　　　　　

（続 柄 ：

　　　　

） 印



別紙１

サービス利用料については、 下表のとおりです。

居宅介護支援費（１）

　　

※居宅介護支援費は地域区分別単価／その他（ｌｏ円）を乗じた額となります。
取扱要件 要介護１・２ 要介護３・４・５

居宅介護支援費（ｉ）取扱件数が４５件未満の場合 １，０８６単位 １，４１１単位

加算

加算の種類 単位数 算定回数・要件等

初回加算
３００単位 新規に居宅サービス計画を作成する場合

入院時情報連携加算（１）
２５０単位 利用者が入院した日のうちに医療機関の職員に対して必要な情報を提供した場

合※入院前の情報提供を含む
※営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は入院日の翌日を含む

入院時情報連携加算（□）
２００単位 利用者が入院した日の翌日又は翌々 日に、医療機関の職員に対して必要な情報を提供した場合

※営業時間終了後に入院し趣場合であって、入院日から起算して３日目が営業日でない場合は
その翌日も含む

通院時情報連携加算
５０単位 利用者が医療機関で診察を受ける際に同席し医師等と情報連携鱈テい、ケアマ

ネジメントを行った場合

退
院
・退
所
加
算

参加なし
連携１回 ４５０単位 医療機関や介護保険施設等を退院・退所し、居宅サービスを利用する場合にお

いて、退院・退所にあたって医療機関等の職員と面談を行い、利用者に関する
必要な情報を得たうえでケアプランを作成し、居宅サービス等の利用に関する
調整を行った場合

連携２回 ６００単位
カンファレンス

参加あり
連携１回 ６００単位
連携２回 ７５０単位
連携３回 ９００単位

緊急時等居宅カンファレンス加算
２００単位 病院又は診療所の求め；こより、職員とともに利用者宅を訪問し、カンファレンスを行い

居宅サービスの調整を行った場合
ターミナルヶァマネジメント加算 ４００単位 ※下記参照
特別地域居宅介護支援加
算

所定単位
数の１５％

事業所が特別地域に所在する場合

特定事業所加算（工） ５１９単位 質の高いケアマネジメントを実施している事業所を積極的に評価する観点か
ら、人材の確保やサービス提供に関する定期的な会議を実施しているなど、当
事業者が厚生労働大臣が定める基準に適合する場合（１ヶ月につき）

特定事業所加算（江） ４２１単位
特定事業所加算（ｍ） ３２３単位

※ターミナルケアマネジメント＝‘≧：末期の悪性腫蕩の利用者又はその家族から下記の内容こ同意彰尋たうえで算定し
①ターミナル鋤こ担当ケアマネジャーが通常よりも頻回こ訪問すること
②担当ケアマネジャーが状態変化やサービス変更の必要性を把握すること
③把握した心身の状況等の情報を記録すること
④把握した心身の状況等を主治の医師等やケアプランに位置付けた居宅サービス事業所へ提供すること
⑤必要に応じて主治医等に病状等に関する指示を数ナること

減算名称 単位数 要件等
特定事業所集中
減算

２００単位 正当な利用なく特定の事業所に８０％以上集中した場合（指定訪問介護・指
定通所介護・指定地域密着型通所介護・指定福祉用具貸与）

運営基準減算 基本単位数の
５０％に減算

運営基準に沿った、適切な居宅介三支援が二；できていない場合

業務継続計画未
実施減算

所定単位数
×１／ｌｏｏ

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に
提供できる体制を構築するため、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求
める観点から、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が
未策定の場合、基本報酬を減算する。

高齢者虐待防止
措置未実施減算

所定単位数
×１／ｌｏｏ

利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、虐待の発生又
はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再発を防止するた
めの委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じ
られていない場合に、基本報酬を減算する。


